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計画策定の趣旨 

日本の総人口は、平成 25 年 10 月 1 日に約 1億 2,729 万 8千人となり、前年よりも減少してい

ますが、65 歳以上の高齢者人口は、約 3,189 万人 8千人で過去最高となりました。 

『団塊の世代』が 75 歳以上となる 2025 年度（平成 37 年度）には、介護が必要な高齢者が急速

に増加し、単身独居や夫婦のみの高齢者世帯、認知症高齢者が増加すると見込まれています。 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことを

可能としていくためには、2025 年度（平成 37 年度）を視野に入れた中期的な目標を定め、介護

給付等対象サービスの充実を図るとともに、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生

活の支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」を、日の出町の実情に応じて構築して

いく必要があります。 

 

 

 

高齢者の現状と見込み 

日の出町の人口は、年々増加傾向にあり、平成 21 年（16,188 人）から平成 25 年（16,952 人）

の 5年間で約 4.7%（764 人）の増加となっています。年齢構造別にみると、高齢者人口及び年少

人口は年々増加傾向であるのに対し、生産年齢人口は年々減少しており、結果として高齢化率は

上昇しています。 
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要介護認定者の現状と見込み 

要介護認定者総数は、高齢者数の増加に伴い増加傾向が続くことが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 32 年 平成 37 年 

要介護５ 77 91 85 101 117 133 148 166 

要介護４ 69 71 88 97 118 144 182 213 

要介護３ 72 73 77 80 82 93 110 128 

要介護２ 124 121 91 89 93 105 117 132 

要介護１ 140 151 146 159 170 181 203 232 

要支援２ 65 72 72 82 100 125 159 187 

要支援１ 76 85 86 95 110 127 150 175 

合計 623 664 645 702 790 908 1,067 1,233 

 

介護保険制度の改正 

 

 

 

 

 

 

  

【地域包括ケアシステムの姿】 

＊厚生労働省資料抜粋 

 

介護が必要になったら病気になったら

医　療 介　護

いつまでも元気に暮らすために

生活支援・介護予防

日常の医療：

・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院

・歯科医療、薬局

◆在宅系サービス

・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・短期入所生活介護

・24時間対応の訪問サービス

・看護小規模多機能型居宅介護

◆介護予防サービス

◆施設・居住系サービス

・介護老人福祉施設

・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護

・特定施設入所者生活介護 等

・自宅

・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの

コーディネート

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等

・地域包括支援センター

・ケアマネジャー

病院：

急性期、回復期、慢性期

※地域包括ケアシステムは、おおむね30

分以内に必要なサービスが提供される日

常生活圏域（具体的には中学校区）を単

位として想定

通院・入院
通所・入所

住まい

実績←   →推計 
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地域包括ケアシステムの構築 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、介護、医療、生活支援、介護予

防を充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

費用負担の公平化 

低所得者の保険料軽減を拡充します。また、保険料上昇をできる限り抑えるため、所得や資産の

ある人の利用者負担を見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実を行います。 

【段階的に実施＜平成 27 年度～平成 30 年度＞】 

①質の高い医療・介護を提供するために在宅医療・介護連携の推進を行います。 

②認知症の正しい理解促進のための認知症施策の推進を行います。 

③社会基盤整備のために地域ケア会議の推進を行います。 

④高齢者を地域で支えるために生活支援サービスの充実・強化を行います。 

 

●保険料の標準 6 段階から 9 段階への見直しを行います。【平成 27 年 4 月実施】 

①標準の段階設定を現行の 6 段階から 9 段階へ見直します。 

②保険料負担段階第 5 段階以上の多段階設定による弾力化を継続します。 

 

●予防給付の見直しと生活支援サービスの充実を行います。（介護予防・日常生活支援総合事業） 

【段階的に移行＜平成 27 年度～平成 29 年度＞】 

①全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り組む地域支援事業に移行します。 

②サービスの種類・内容・人員基準・運営基準・単価等が全国一律となっている予防給付のうち、

訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じ効率的にサービスを提供します。 

③既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなど地域

の多様な主体を活用します。 

④生活支援の充実、高齢者の社会参加・支え合い体制づくりを中心に、介護予防の推進や自立支

援に向けたサービスの推進を行います。 

 

●特別養護老人ホームの中重度者への重点化を行います。【平成 27 年 4 月実施】 

①新規入所者を原則、要介護 3 以上に限定し、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える

施設として重点化を図ります。（既入所者は除く） 

②他方で、軽度（要介護 1・2）の要介護者について、やむを得ない事情により、特養以外での生

活が著しく困難であると認められる場合には、市町村の関与の下、特例的に入所を認めます。 

 

●低所得者の第 1 号保険料の軽減割合を拡大します。【平成 27 年 4 月実施、平成 29 年 4 月実施】 

①給付費の 5 割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険料の軽減割合を拡大します。 

②市町村の特別会計への繰入れを行います。 ※上記、詳細は 6 ページ参照 

●一定以上所得者の利用者負担の見直し【平成 27 年 8 月実施】 

①これまで一律 1 割の利用者負担について、一定以上の所得者の自己負担割合を 2 割にします。 

●補足給付の見直し（資産等の勘案）【段階的に実施（平成 27 年度～平成 28 年度）】 

①施設入所の食費及び居住費において住民税非課税世帯の入居者については負担を軽減します。 
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基本理念 

日の出町では、平成 3 年 6 月に高齢者や障がい者にやさしいまちづくり「ひので福祉村構想」

を発表して以来、『日本一お年寄りにやさしいまちづくり』を目指してきました。 

今期計画でも、高齢者が、在宅で介護が必要になっても可能な限りこれまでの生活を続けられ、

また、自らが社会の担い手として生き生きとした生活を送れるよう、『日本一お年寄りにやさし

いまちづくり』を目指していきます。 

 

 

日本一お年寄りにやさしいまちづくり 
 

 

 

基本目標 

基本理念のもとに、以下の3つの基本目標を設定し、施策・事業の推進を図っていきます。 

 

元気なくらしの実現 

高齢者一人ひとりが、健康でかつ尊厳を保ちながら、その人らしく元気で生き生きとした生活

が送れるよう、健康づくりと介護予防、認知症ケア等が連携した総合的な介護予防施策に取り組

み、「元気なくらし」の実現を目指します。 

 

生きがいのあるくらしの実現 

高齢者が、長年培ってきた技術・知識、経験を活かしながら、就業、健康・福祉、スポーツ、

学習等の分野で生涯現役として活躍するとともに、自分らしく自由に働き、学び、憩い、豊かに

交流することを通して、お互いに協力しながら社会的な役割を担い貢献していく、「生きがいの

あるくらし」の実現を目指します。 

 

安全安心なくらしの実現 

高齢者一人ひとりの身体状況や、一人暮らし高齢者・高齢者世帯などの生活環境に応じた、き

め細かなサービスを提供していくとともに、高齢者が住み慣れた住まい、地域で暮らし続けられ

るよう、住まい、まちづくりにおいて安全・快適さを確保し、「安全安心なくらし」の実現を目

指します。 
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高齢者を支える地域包括ケア体制の構築 

1．日常生活圏域の設定 

本町においては、町の地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、公的介護施設等の整

備状況その他の条件を勘案して、今後とも、町域全体を 1つの日常生活圏域とし、地域に密着し

たサービス提供の充実を図ります。 

 

2．地域包括支援センターの機能の充実 

地域包括支援センターの相談業務等が的確に行われるよう、町との情報の共有化を推進すると

ともに、併せて、地域包括支援センターの職員が相談業務等に関する知識や技術の研鑽が継続で

きるよう研修会や事例検討会の開催・充実を図ります。 

また、地域包括支援センターの事業運営については、介護保険事業計画等運営協議会において、

公平・中立性の観点から協議し、円滑かつ適正な運営を図るほか、委託に際しては、包括的支援

事業の実施に当たっての運営方針を明示していきます。 

 

3．地域包括ケア体制の整備充実 

地域包括支援センターを中心に、地域のサービス提供者間のネットワークづくりや行政機関と

の連携を強化し、地域包括ケア体制の強化とケアマネジメント機能の向上を図ります。 

さらに、社会福祉協議会、民生委員・児童委員協議会、ボランティアなどによる多様な形態の地

域ネットワークを有効に活用し、地域で暮らす高齢者の日常生活を支えていくための相互の連携、

協働体制を確立していきます。 

 

４．地域包括ケアの基本理念 

地域社会の中で自立した生活を送りながら、地域社会を支え他者を支えるだけでなく自分自身

の生きがいや自己実現を行う「互助」という考え方を中心に地域包括ケア体制を構築することが

重要になります。 
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保険料負担の公平化 

所得水準に応じてきめ細かな保険料設定を行うため、また、多くの自治体で特例第 3・特例第

4 段階の設置や、本人課税所得層の多段階化をしている現状を踏まえ、標準の段階設定を、現行

の 6段階から 9段階に見直します。 

なお、日の出町では引き続き多段階化を設定し、第 6期についても 12 段階としています。 

また、世帯非課税（第 1～第 3 段階）については、新たに公費による軽減の仕組みを導入し、さ

らなる負担軽減を図ります。 ※下図の通り平成 27 年 4月と平成 29年 4 月に分けて実施。 

 

 

 

 

 

 

 

  

①平成27年４月 ②平成29年４月　消費税10％引上げ時に

第１弾として、市町村民税非課税世帯のうち 市町村民税非課税世帯全体を対象として

特に所得の低い者を対象（65歳以上の約２割） 完全実施　（65歳以上の約３割）

第１段階

第６段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額120万

円未満

第８段階

第７段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額120万

円以上190万

円未満

第８段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額190万

円以上290万

円未満

第４段階

本人が市町村

民税非課税

（世帯に課税

者がいる）か

つ本人年金収

入等80万円以

下

第３段階

世帯全員が市

町村民税非課

税かつ本人年

金収入120万

円超

（65歳以上全体の約３割） （65歳以上

第２段階

世帯全員が市

町村民税非課

税かつ本人年

金収入等80万

円超120万円

以下

第５段階

本人が市町村

民税非課税

（世帯に課税

者がいる）か

つ本人年金収

入等80万円超

第２段階
第３段階

第４段階 第５段階

1.0

0.9

基準額×）

（保険料

0.75

1.3

1.2

1.7

1.5

第１段階

生活保護被保護

者、世帯全員が市

町村民税非課税の

老齢福祉年金受給

者、世帯全員が市

町村民税非課税か

つ本人年金収入等

80万円以下

0.7

0.5

0.3

第１段階

0.45

保険料基準額に対する割合

現行　0.5 → 0.45

保険料基準額に対する割合

　0.45→ 0.3第１段階

介護保険の１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入し、低所得の高齢者の保険料の軽減を強化

収入

全体の約７割）

第６段階

第９段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額290万

円以上

　※公費負担割合

　　国 1/2、都道府県 1/4　市町村 1/4

第７段階

現行　0.75→ 0.5

現行　0.75 → 0.7

第２段階

第３段階

第９段階

②

②

市町村民税

世帯全員が非課税

市町村民税 本人が非課税

世帯に課税者がいる 市町村民税 本人が課税

更なる保険料軽減を行い、

その軽減分を公費により補填。

65歳以上全体の

約２割
②

①

収入

第１段階

生活保護被保護

者、世帯全員が市

町村民税非課税の

老齢福祉年金受給

者、世帯全員が市

町村民税非課税か

つ本人年金収入等

80万円以下

第２段階

世帯全員が市

町村民税非課

税かつ本人年

金収入等80万

円超120万円

以下

第３段階

世帯全員が市

町村民税非課

税かつ本人年

金収入120万

円超

第４段階

本人が市町村

民税非課税

（世帯に課税

者がいる）か

つ本人年金収

入等80万円以

下

第５段階

本人が市町村

民税非課税

（世帯に課税

者がいる）か

つ本人年金収

入等80万円超

第６段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額120万

円未満

第７段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額120万

円以上190万

円未満

第８段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額190万

円以上290万

円未満

第９段階

市町村民税課

税かつ合計所

得金額290万

円以上

第５段階0.5 第４段階
0.45 第３段階
0.3 第２段階

第１段階

1.0

0.9
第９段階0.75 第８段階

0.7 第７段階
第６段階

（65歳以上 全体の約７割）

1.5

1.3

1.2

（保険料

基準額×）

1.7
（65歳以上全体の約３割）

②

②

市町村民税

世帯全員が非課税

市町村民税 本人が非課税

世帯に課税者がいる 市町村民税 本人が課税

更なる保険料軽減を行い、

その軽減分を公費により補填。

65歳以上全体の

約２割
②

①

【公費軽減の実施時期】 

【標準 9 段階の設定区分】 
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所得段階別保険料 

第 6期計画期間の所得段階別介護保険料を以下のとおり設定します。 

所得段階 対 象 者 保険料率 
保険料 

(年額) 

第 1 段階 

生活保護受給者の方 

老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市町村民税非課税の方 

世帯全員が市町村民税非課税の方で前年の合計所得金額と

課税年金収入額の合計が８０万円以下の方 

0.5 ３１，２００円 

第 2 段階 
世帯全員が市町村民税非課税の方で前年の合計所得金額と

課税年金収入額の合計が１２０万円以下の方 
0.75 ４６，８００円 

第 3 段階 
世帯全員が市町村民税非課税の方で前年の合計所得金額と

課税年金収入額の合計が１２０万円を超えている方 
0.75 ４６，８００円 

第 4 段階 

世帯の誰かに市町村民税が課税されているが、本人は市町村

民税非課税で、かつ本人の前年の合計所得金額と課税年金収

入額の合計が８０万円以下の方 

0.9 ５６，１６０円 

第 5 段階 

世帯の誰かに市町村民税が課税されているが、本人は市町村

民税非課税で、かつ本人の前年の合計所得金額と課税年金収

入額の合計が８０万円を超えている方 

1.0 ６２，４００円 

第 6 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額１２５万円未

満の方 
1.2 ７４，８８０円 

第 7 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が１２５万円

以上～２００万円未満の方 
1.3 ８１，１２０円 

第 8 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が２００万円

以上～３００万円未満の方 
1.5 ９３，６００円 

第 9 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が３００万円

以上～４００万円未満の方 
1.7 １０６，０８０円 

第 10 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が４００万円

以上～６００万円未満の方 
1.8 １１２，３２０円 

第 11 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が６００万円

以上～８００万円未満の方 
1.98 １２３，５５２円 

第 12 段階 
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が８００万円

以上の方 
2.0 １２４，８００円 
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